第１３章　金融
56年度の金融情勢をみると、第２次石油危機後高水準で維持してきた公定歩合は、調整期に入った景気動向に対処して、一転緩和基調となった。 55年８月以降４次にわたる公定歩合の引き下げ（0.9パーセントから5.5パーセント）や窓口指導の漸進的緩和等各種の緩和措置がとられた。しかし、米国金利をはじめ海外高金利の影響で円安傾向が続いたため国内金利の低下には限界があり、従来の循環局面に比べ金利は高目に推移し、マネーサプライの増加率も低率に止まった。
　この結果、物価は全般的に顕著に鎮静化傾向をたどったが、景気回復過程における消費需要は実質所得の目減りで依然低迷を続け、景気回復テンポは鈍く盛り上りを欠いた。
　このような状況の中で府下の金融事情をみると、大阪銀行協会社員銀行の56年12月末現在の預金額は20兆9347億円となり、前年と比べて１兆8291億円（9.6パーセント）増加となっており、前年の１兆1294億円（6.3パーセント）を上回っている。また貸出金は21兆3896億円で、前年比１兆7076億円（8.7パーセント）の増加となった。
　業種別の銀行貸出残高は窓口指導の緩和等の政策を反影し前期比8.9パーセントの伸び（前年5.1パーセント）をみせており、その内容は製造業が７兆3752億円、次いで卸売業･小売業が６兆5181億円、不動産業が１兆2458億円で前期比（56年３月）それぞれ6.2パーセント、6.7パーセント、14.2パーセントと増加しており、林業を除くすべての業種で増加となっている。また郵便貯金の現在高の推移をみると、個人預金の多様化と高金利により年々増加しており、56年度末には５兆3391億円で前年度に比べ5732億円（12.0パーセント）増と伸び率で市中銀行の伸びを上回っている。
　次に56年中の手形交換高は、6903万枚、214兆円で、前年に比べ、枚数では113万枚の減、金額では２兆9596億円の増加となった。また取引停止処分は１万３千枚、114億円で前年よりいずれも減少している。
企業倒産の状況をみると、56年は件数で1820件（対前年比9.3パーセント減）、負債金額では3762億円（同17.6パーセント増）となった。傾向としては、55年に引き続き安定成長期へと転換してゆく過程で体質改善に立ち遅れた企業が、金融緩和にもかかわらず倒産に追い込まれてゆく選別倒産の多い年であった。
一方56年の証券取引状況は、前年、世界的な景気後退のなかにもかかわらず、日本企業の競争力の強さを見直した海外投資家による投資資金の流入増加を背景に優良株や大型中心株に活況を呈したが、後半需給関係の悪化に加え、海外主要市場の低迷等もあって優良株から調整色を強め、10月下旬以降、物色対象も薬品など国内産業株へと移行させながら、総じて、上昇基調に推移した。
56年中の取引高は149億株、７兆297億円で、前年より24億株（19.3パーセント増）、２兆6578億円（60.9パーセント増）の大幅増加となった。
